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曽於市 公民連携事業指針

本指針のめざすところ
１　なぜ公民連携か？　～民の活躍が求められる背景～
　１．時代の潮流
　２．現状と課題
　３．データで見るまちの現状と課題
　４．エリアの価値をもう一度高めるために
　　【コラム】構造物ライフサイクルコストって知ってますか？

２　公民連携の方向性　～公民連携によって何をめざすのか？～
　１．国の公民連携の位置づけ方向性
　２．県の公民連携の位置づけ方向性
　３．市の公民連携の位置づけ方向性

３　公民連携の手法　～どんな事ができる？～
　１．どんな手法がある？
　２．事例紹介
　　【コラム】コラム「民間は何を基準に選ぶ？」

　　
４　市が担う役割　～公民連携を進めるにあたり～
　１．公民連携を進めるための市の役割
　２．市が行う具体的取組内容
　３．公民連携を進めるにあたり大切なこと
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本指針のめざすところ

　曽於市は高度経済成長期を経て、バブル崩壊後の停滞期を経験し、現在は人口
減少や少子高齢化といった課題に直面しています。従来の行政主導の政策では十
分に対応できない状況にあり、民間の創意工夫を活かした公民連携の重要性が高
まっています。これにより、地域資源を活用し、住民が主体的に関わる新たなま
ちづくりが求められているところです。そこで、この指針のめざすところは行政
が一方的に方針を決定するのではなく、民間や地域住民の活動を妨げない仕組み
を確立すること、そして従来の公共事業の進め方に固執するのではなく、市場性
や事業性を踏まえ、迅速な対応を可能とすることで、円滑な公民連携を実現する
ことを目的とします。なお、本指針は市と 事業者 が 対話を重ねていく中で、事
業者からの意見や 事業者との連携事業の結果を踏まえ、今後も 改善を重ねていく
こととします。



１　なぜ公民連携か？　～民の活躍が求められる背景～

■まちの現状

地方から都市への人口
流入が加速
 製造業を中心に工業団
地の形成
住宅団地が建設される。
高速道路などが整備さ
れ、都市間の移動が便
利になる。

高
度
経
済
成
長
期
後

人口減少・少子高齢化
過疎化の広がり。
都市のコンパクト化、
「コンパクトシティ」
構想

現
　
在

■ライフスタイルの変化

仕事中心の生活
大量消費社会
マイカーの普及
近所付き合いの密接
家電による家事労働の
低減
終身雇用

テレワークの普及
 SNSの発達により、人間
関係の形が変化
オンライン消費の拡大
店舗の利用が減少
高齢者の働く場所の増加

 「頑張れば豊かにな
れる」という価値観
集団意識が強い。

個人の価値観の多様
性、多様化
幸福や働き方を重視す
る人が増加。
環境意識の向上
自治会未加入の増加

■住民の意識

インフラ整備が最優
先に力を入れる。
中央集権的な行政
国が主導

地方創生の推進
デジタル行政の導入
行政サービスのオンラ
イン化

■自治体

1．公民連携推進の時代背景
本市は、車社会となっており高度経済成長期に国道、県道沿いを中心に市街地が形成されており、一部土地
区画整理事業により良好な宅地が形成されています。この間、市民のライフスタイルや意識は「組織のた
め」から「個人の幸せ」へ「量」から「質」へと変化しつつあります。
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１　なぜ公民連携か？　～民の活躍が求められる背景～

２．現状と課題
今、私たちの住む曽於市では、昔ながらの街並みが老朽化して、その魅力や活気が失われつつあ
ります。その影響もあり、就職や進学を機に多くの若者が市外へ出ていき、そのまま戻らない状
況が続いています。このままでは、今後次々と更新時期を迎える施設やインフラの更新費用増大
や、高齢者の増加による社会保障費の増加に対応する財源が不足など負の連鎖が待ち構えていま
す。複雑に絡み合う課題に対し、金銭的にも人的にもノウハウ面でも、市だけでは限界に来てお
り、早急に負の連鎖を招く前に断ち切る発想の転換が求められています。

エリア価値の低下

地域経済循環
率の低さ

まちなみの
魅力低下

財政危機到
達の恐れ

人口減少

少子高齢化
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１　なぜ公民連携か？　～民の活躍が求められる背景～

３．データで見るまちの現状と課題

曽於市における転入、転出状況

曽於市において転入、転出先は上位３つとも都城市、鹿児島市、霧島市となってい
います。総体的に転入、転出は減少傾向ですが、都城からの転入が2022年より増加
となってなっています。

出典：総務省　住民基本台帳人口移動報告
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曽於市における転入、転出状況

就職進学時期の
流出が多い

１　なぜ公民連携か？　～民の活躍が求められる背景～

３．データで見るまちの現状と課題

15歳～19歳の年齢階級が5年後の20～
24歳の年齢階級となると、大きく減 
少します。これは、就職や大学等へ
の進学によって都市圏に流出すること
によるものです。そして、20～24 歳
の年齢階級が5年後の25～29歳の年齢
になると、少し増えます。これは、進
学のために流出した 人々が就職の際
に地元に戻ってくる、いわゆるUター
ンが一定数あることを示していますが
最近はその数が減少しています。また、 
就職や進学の際に生じた流出(マイナ
ス)の大きさではないため、就職進学
を通じてトータルでは流 出超過(マイ
ナス)となり、人口減少が加速してい
ます。

進学のために流出し
た 人々が就職の際に
地元に戻ってくる、
いわゆるUターンが

一定数ある

退職後地元に帰る
方が一定数ある
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地域経済の自立度
(生産÷分配)

値が低いほど、他地域
からの流入する所得へ

の依存度が高い
都城市　92.1％

志布志市　80.9％　

地域外へ民間投資、
その他支出が流出　

1,152/1,534
＝75.1％

出典：環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」
（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成）

１　なぜ公民連携か？　～民の活躍が求められる背景～

３．データで見るまちの現状と課題 「地域経済循環マップ」は市町村単位で、
地域のお金の流れを生産（付加価値額）、
分配（所得）、支出の三段階で「見える
化」することで、地域経済の全体像と、各
段階におけるお金の流出・流入の状況を把
握可能します。曽於市は分配(所得)より生産
(付加価値額)が少ない事が分かり他地域へ
382億円流出しています。
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１　なぜ公民連携か？　～民の活躍が求められる背景～

３．データで見るまちの現状と課題
市(地方公共団体)の財政力の豊かさを判断する指標であり、標準的な行政活動を行うの
に必要な財源をどのくらい自力で調達で きるかを表しています。
この値が大きいほど財源に余裕があり、通常の水準を超えた行政活動が可能となります。
曽於市は財政力指数は低いため自主財源が少なく交付金や補助金に依存しています。

出典：総務省「地方公共団体に主要財政指標一覧」
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１　なぜ公民連携か？　～民の活躍が求められる背景～

４．エリアの価値をもう一度高めるために

地域の将
来像の共

有化

•地域の将来像をイメージしなが
ら市民と共有し同じ方向を目指す

•良好な市街地環境の形成

地域経済
の循環

•地域の企業や人材を活用し新し
い産業の創造

•民間の経営ノウハウにより黒字経
営

公的負担
の抑制

•民間資金を活用することでまち
のにぎわいや活力の復活

•良好なコミュニティ等の形成によ
る協働

•民間活用による公共施設等の維
持・管理

めざすまちの姿
「豊かな自然の中で
　みんなが創る 笑顔輝く元気なまち」

実現するために

一つの手法として

公民連携
これまでの市の発想を転換し、

公と民がパートナーシップを築く
10

まちづくり
を一緒に

地域でお金が廻
る仕組みづくり

民間資金の
活用



　構造物が企画・建設されてからその
役割を終える（解体）まで、各段階で
かかる費用の合計をいいます。図のよ
うに氷山の下にある巨大な氷に例えら
れます。
　企画・設計・建設にかかる初期段階
の費用は、ライフサイクルコスト総費
用の約2 ～ 3割である一方、修繕、光熱
水費などにかかる利用段階の費用は、
約7 ～ 8割だと言われています。そこで、
建物を民間(公民連携)と一緒に運営、運
用していこうというのが今からの流れ
となって来ています。

１　なぜ公民連携か？　～民の活躍が求められる背景～

【コラム】構造物ライフサイクルコストって知ってますか？

建設費

維持管理費

運営費

大規模修繕

解体費

企画･設計費 初期
段階

2～3割

利用
段階
7～8
割
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２　公民連携の方向性　～公民連携によって何をめざすのか？～

１．国の公民連携の位置づけ方向性

主要分野ごとの基本方針と重要課題（抜粋）
（４）戦略的な社会資本整備

広域・多分野・官民の連携による地域生活圏の構築・展開の推進、自立した
地域経営主体の育成、広域的な都市圏のコンパクト化、インフラ老朽化対策
インフラＤＸの加速（インフラデータの分野横断的な整備・オープン化や行
政手続のオンライン化等の推進）
中長期的な見通しの下、安定的・持続的な公共投資を推進
ＰＰＰ／ＰＦＩの推進
持続可能な土地及び水資源の利用・管理

令和６年６月21日、「経済財政運営と改革の基本方針2024　～賃上げと投資がけ
ん引する成長型経済の実現～」（骨太方針2024）が経済財政諮問会議での答申を
経て、閣議決定されました。

国の骨太方針2024
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２　公民連携の方向性　～公民連携によって何をめざすのか？～

鹿児島県の方針
「鹿児島県ＰＦＩ等導入基本指針」は、行政と民間との協働により最も効率的に公
共サービスの提供を行う、いわゆる「ＰＰＰ（Public Private Partnership：ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ﾌﾟ
ﾗｲﾍﾞｰﾄ・ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ）」も取り入れながら、様々な民間活力を活用した事業手法の
導入の基本的な考え方を示すとともに、このうちＰＦＩについては，推進体制やＰ
ＦＩ事業の導入手順等を明らかにしたものです。

本会は、鹿児島県内の地方公共団体における公共施設等の整備・維持管理・運営等に
関し、地域の産官学金間の連携の強化、地方公共団体及び民間事業者の能力の向上
を図り、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業（以下「官民連携事業」という）の導入を促進すること
により、効率的かつ効果的な公共施設等の整備・運営及び良好なサービスの提供を
確保し、もって地域経済の成長に寄与することを目的としています。

「鹿児島県ＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォーム」

２．県の公民連携の位置づけ方向性
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２　公民連携の方向性　～公民連携によって何をめざすのか？～

市民生活の土台を守るまちづくり
市民生活を支えるインフラが充実したまち
住民が安全快適に暮らせる住宅の整備・維持管理

「総合振興計画」令和3年度～令和7年度
将来像　「豊かな自然の中で みんなが創る 笑顔輝く元気なまち」

曽於市公民連携事業推進条例(目的)
この条例は、公民連携事業に係る基本的事項を定めることにより、行
政サービスの質の向上並びに地域経済の持続及び活性化を図り、もっ
て本市が目指す将来像を実現することを目的とする。

複雑化・多様化する行政ニーズに対応するため、公民各々のリソースを結
集し、行政課題や地域課題の解決に資する新たな価値を共創します

曽於市の方針
３．市の公民連携の位置づけ方向性
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適切な公共サービスの維持を図る上での様々な課題解決手段の一つとしてPPP（Public Private 
Partnership）、その具体的な手法の一つであるPFI（Private Finance Initiative）が挙げられます。PPP は、
行政と民間が連携して公共サービスの提供等を行うことを指し、その具体的な手法として、PFI 事業、
指定管理者制度、包括的民間委託、ネーミングライツなど様々な物がありその範囲も広がりをみせて
います。

公共サービス型

公共資産活用型

規制誘導型

民

公 民
純粋公共事業、直営

純粋民間事業
完全民営化PPP(公民連携)

PFI
指定管理など

資産貸し付け
公的空間の利用

ｺﾝｾｯｼｮﾝなど

企業誘致
民設民営など

３　公民連携の手法　～どんな事ができる？～

１．どんな手法がある？

市が分類する公民連携事業

民
間
資
金
活
用
度

民間事業者の経営関与度
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３　公民連携の手法　～どんな事ができる？～

２．事例紹介

公民連携における民間の事業選定意識：事業継続性とマーケティング戦略

　民間企業が公民連携事業に参画する際、その事業選定の根底にあるのは、事業の継続性に対する
強い意識です。「民間は、事業継続性のないところに投資はしません」。これは、企業が利益を追
求し、持続的な成長を目指す上で、極めて合理的な判断基準と言えます。
　彼らは、投資を行うからには、その事業が長期にわたり収益を生み出し、企業経営に貢献するこ
とを期待します。そのため、必要とされる部分に経営資源を集中させ、サービスの質を維持しな
がらも、徹底的な効率化を図ることに重点を置きます。この効率的な経営を支えるのが、民間の
得意とするマーケティング力です。市場のニーズを的確に捉え、潜在的な需要を掘り起こし、事業
を成功に導くための戦略を立案・実行します。「公が苦手とするマーケティング力と経営力」は、
まさに公民連携において民間が貢献できる重要な要素です。
　一方で、公民連携は、民間の力だけでは成り立ちません。「公だけができる規制緩和などの環境
づくり」があってこそ、民間のマーケティング力と経営力が最大限に活かされます。公が制度や規
制を柔軟に見直し、民間が事業を推進しやすい環境を整備することで、初めて公民双方の強みが
融合し、相乗効果が生まれます。
　このように、公民連携によるまちづくりは、民間の経済合理性と公の公共精神を両立させるこ
とを目指します。補助金に過度に依存するのではなく、民間もリスクを負いながら事業運営を行
うことで、経済的な自立性を高め、持続可能なまちづくりを実現します。
　以下に、上記の民間事業者の意識を体現し、経済的合理性と公共精神を両立させた、民間の主
導によるまちづくり事例をご紹介します。

コラム「民間は何を基準に事業を選ぶ？」



３　公民連携の手法　～どんな事ができる？～

３．事例 公共サービス型
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３　公民連携の手法　～どんな事ができる？～

４．事例 公共資産活用型
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３　公民連携の手法　～どんな事ができる？～

５．事例 規制誘導型　PPPｴｰｼﾞｪﾝﾄ方式

19



３　公民連携の手法　～どんな事ができる？～

６．事例 資産活用型 ｺﾝｾｯｼｮﾝ方式
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４　市が担う役割　～公民連携を進めるにあたり～

１．公民連携を進めるための市の役割

21

•地域の課題を整理し、PPPの導入目的を明確にする
•民間事業者と協力しながら事業の方向性を決める
•長期的なまちづくりのビジョンを示し、民間の参画を促す

(1) 計画策定、ビジョンの提示

•公民双方にメリットのある契約形態を検討（PFI､ｺﾝｾｯｼｮﾝ､指定管理者制度な
ど）民間事業者が参入しやすい条件（収益性やリスク配分）を整える(2)事業ｽｷ-ﾑの設計

•公共施設や土地を活用し、民間の事業展開を支援

•施設の改修や新設を民間資本で行うスキームを検討
(3)公共資産、インフラの開示、状況資料提供

•事業者と継続的に意見交換を行い、現実的な事業計画を策定

•市民ニーズや社会課題を共有し、最適なサービス提供を図る
(4)民間事業者との対話・調整

•公共サービスの維持のため、補助金・助成金を活用

•民間の投資リスクを軽減する支援策の検討
(5) 財政支援・補助金活用

•住民説明会やパブリックコメントを実施し、理解を深める

•PPPの目的とメリットを丁寧に伝え、透明性を確保
(6)市民との合意形成

•民間事業者が参入しやすいように民間提案制度の構築、設計(7)民間事業者が参入しやすい制度設計

•公民連携への理解を市民や事業者へ深めさせる
•公共的精神を持つまちづくりプレイヤーの発掘
•市職員の公民連携に対する意識改革
•まちづくり会社などPPPエージェントのいる組織の構築

(8)公民連携への理解、人材育成、組織づくり

公民連携は市が単独で事業を進めるのではなく、民間の資金やノウハウを活用することで、効率的かつ質の高いサービ
ス提供が可能になります。そこで、公民連携を進めるための市の役割について示します。



サービス水準の監視、事業の実施状況、財務状況の定期報告などの
チェック体制を、第三者を交えた形で整え、公の方向性に即した事
業がなされているか確認し、必要に応じて指導する。 22

(1) 計画策定、
　ビジョンの提示

(2)事業ｽｷ-ﾑの設計

(3)公共資産、インフラ
　の開示、状況資料提供

(4)民間事業者との
　対話・調整

(5) 財政支援・
　　補助金活用

(6)市民との合意形成

(7)民間事業者が参入　
　しやすい制度設計

(8)公民連携への理解
　人材育成、組織づくり

まちづくりマス
タープラン

エリア構想

制度作成(提案
制度)

制度作成(民間開
放･規制緩和等)

人材育成

まちづくり会社
組成

金融支援

モニタリング

民による「どんなまちにしたいか」「なにをやりたいか」という意
見を踏まえて、事業の具体的な計画や設計図を作成する。

200～300m圏内くらいの小さなエリアを単位に、地域の人材や企業、
遊休化した不動産などを活用して、その地域に求められている産業
や魅力を生み出すための方向性を定める。

行政サービス・資産の民間開放と規制緩和を進め、民の参入可能な
フィールドを拡げることにより、より多様で円滑な民の参入を促す。
国等関係機関に対しての働きかけも積極的に行っていく。

民間事業者からの提案を募集し、選定する。選定された提案者と協
定を結び、詳細協議が整いかつ自治法施行令第167条の２第１項第
２号に該当する場合は、随意契約をする。提案者の知的財産を守り
ながら、より良質な提案を掘り起こしていく。

HP等を通じて、民への当該指針の理念や事業提案制度の周知・理解
を拡げるとともに、人材育成や事業の掘り起しを行い、公共的精神
を持つ「民」を育てる環境を整備する。また、公民連携の理解を深
めてもらうため、講演や研修を実施する

エリアマネジメントを担うまちづくり会社の組成に際して、公の
エージェント（代理人）として公の方向性に即した事業展開が継続
的になされるよう、支援を行う。

公が直接的に経費を助成するのではなく、公民連携事業ファンドの
設立や地域金融機関との協定締結などにより、側面的に事業化支援
を行っていく。

４　市が担う役割　～公民連携を進めるにあたり～

２．市が行う具体的取組内容
市の役割

取組 取組内容



４　市が担う役割　～公民連携を進めるにあたり～

３．公民連携を進める上で大切なこと
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• 民間事業者に任せすぎず、公共サービスとしての公平性・持続性を担保
• 社会的弱者にも配慮したサービス提供の仕組みを整える

（１） 公共性・公平性の確保

• 民間に任せる部分と、市が責任を持つ部分を明確化

• 事業失敗時の責任や負担の調整

（２） 適切なリスク分担

• 適正な契約を締結し、市民の利益を守る

• 事業の進捗管理や品質チェックを継続的に行う

（３） 契約・監督体制の整備

• PPP事業の契約内容や運営状況を市民に開示

• 透明性を確保し、不正や談合を防止

（４） 情報公開と透明性の確保

• 短期的なコスト削減だけでなく、持続可能な事業設計を重視

• 次世代の市民にもメリットがある形でPPPを推進

（５） 長期的な視点での運用

• 民間委託によるコスト削減が、サービス低下につながらないよう監視必要に応じて改善措
置を講じる

（６） 市民サービスの品質維持


